
稲、⻨、⼤⾖の種⼦をめぐる状況

令 和 ６ 年 ３ 月

農 林 水 産 省
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 ⽶については、消費の減少により主⾷⽤⽶の国内需要量は年々減少。⼀⽅、⽶・パックご飯等の輸出量につい
ては年々増加。

 ⻨・⼤⾖については、国内需要に対し、国産の占める割合が１〜２割程度で推移。
 こういった現状を背景に、いずれの作物も様々なニーズに応じた品種の開発が進められているところ。

稲（米）、麦、大豆の需要の動向

【主⾷⽤⽶の需要量の推移】 【⽶・パックご飯等の輸出量の推移】

【⼩⻨の需要量と国内⽣産量】 【⼤⾖（⾷品⽤）の需要量と国内⽣産量】

(万トン)

資料：⽶の基本指針より 資料：⽶に関するマンスリーレポートより

(トン)

(年度)
(７⽉〜翌年6⽉)

(万トン)

資料：⻨の需給⾒通しより。 注：需要量は年度、⽣産量は年産。 (年度、年産)

(千トン)

(年度)資料：⼤⾖をめぐる事情より

需要量は年々減少

輸出量は年々増加

外国産

国産

国産は需要全体の２割程度
外国産

国産

国産は需要全体の２割程度
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稲（米）、麦、大豆の品種開発の動向

主⾷⽤⽶
全国各地で多種多様なブランド⽶が開発。

「みつひかりシリーズ」
・ ⼀般品種との作期分散に有効な良⾷味品種。関東以⻄に対応。
・ 収穫が遅れても品質劣化が少なく、「刈り遅れ」の⼼配が少ない。

三井化学アグロ（株）

中⾷・外⾷、輸出⽤に適した品種
⺠間や農研機構が開発を進めるも、普及は⼗分進んでいない。

温暖地向けのパン用小麦品種
で、従来品種（ミナミノカオ
リ、ニシノカオリ）よりも2
割以上多収で穂発芽や赤かび
病に強く、製パン性にも優れ
ている。

○ せときらら（H25育成）

※括弧内の育成年は出願公表を行った年としている。

⽤途に適した⼩⻨の新品種
○ フクユタカA1号（H26育成）

豆腐用主力品種の難裂莢性を導入した
大豆。導入予定地域：関東～九州

（左：難裂莢性導⼊品種、右：既存品種） （左：難裂莢性導⼊品種、右：既存品種）

裂莢性の様⼦
新たな特性が付与された⼤⾖の新品種

・関東・北陸以南向け。
・⼤粒で業務⽤に適する多収の極良⾷味品種。
・⾼温耐性に優れ、縞葉枯病に抵抗性。

「にじのきらめき」 農研機構

これ以外にも多数あり

 ⽶については、各県ごとにブランド⽶の開発が意欲的に⾏われているところ。また、中⾷・外⾷等に適した品
種の開発も併せて⾏われており、奨励品種数は464品種、産地品種銘柄は869品種。（奨励品種数、産地品種銘柄数は２年産）

 これに加え、⻨や⼤⾖においても、求められる⽤途向けや、新たな特性を付与された品種の開発が進展。
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原原種 原種 ⼀般種⼦ ⽣産物
稲 作付⾯積 6 ha 130 ha 10,434 ha 125万 ha

収穫量 12 トン 479 トン 43,816 トン 670万 トン

⻨類 作付⾯積 10 ha 174 ha 6,375 ha 29.1万 ha

収穫量 23 トン 467 トン 21,535 トン 123万トン

⼤⾖ 作付⾯積 8 ha 102 ha 3,333 ha 15.2万 ha

収穫量 8 トン 146 トン 4,599 トン 24.3万トン

稲、麦、大豆の種子の生産状況(現状）

 稲、⻨、⼤⾖の種⼦は、⼀般に、農研機構や各県の研究機関で開発されたのち、原原種、原種、⼀般種⼦とい
う３段階の増殖過程を経て農業者へ供給される。

 原原種及び原種は主に各県において増殖され、⼀般種⼦は、主に各県から委託を受けた採種農家が実施。
 稲に⽐べると、⻨・⼤⾖は増殖率が⾼くないため、種⼦増産に際しては、ほ場や労働⼒（担い⼿）の確保が課

題。

＜一般生産＞

（原種生産用） （生産者への販売用）（一般種子生産用）

＜品種改良＞ ＜原原種＞ ＜原種＞ ＜一般種子＞

各県や⺠間事業者、個⼈育種家
またはこれらが委託する採種農家

農研機構
各県農試

⺠間事業者
個⼈育種家

採種農家 ⽣産者
（農家等）

※⽣産物の作付⾯積及び収穫量について、稲は主⾷⽤⽔稲の値を掲載。
⽣産された種⼦は翌年に作付けされる（１年ずれる）ことに加え、例年、作柄の影響や⾃家採種が⼀定割合あるため、増殖率は参考値。
出典：作物統計、穀物課調べ

○種⼦⽣産の状況（令和４年産、⾚字は増殖率）

○種⼦⽣産の流れ

約40倍

約23倍

約18倍

約91倍

約46倍

約32倍

約153倍

約57倍

約53倍
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種⼦⽣産者数 採種圃⾯積 品種数 年齢構成⽐

調査年度 (⼈) (千ha) のべ 40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

H23 10,265 11.7 454 3.2% 8.7% 21.5% 39.2% 27.4%

R元 8,171 10.8 496 1.8% 7.7% 21.4% 38.5% 30.5%

増減状況 ▲20.4% ▲7.7% ＋9.3% ▲1.4ﾎﾟｲﾝﾄ ▲1.0ﾎﾟｲﾝﾄ ▲0.1ﾎﾟｲﾝﾄ ▲0.7ﾎﾟｲﾝﾄ ＋3.1ﾎﾟｲﾝﾄ

種場の人員減少・高齢化の状況（水稲、全種協調べ）

平成元年産 10年産 20年産 令和５年産

141 312 528 928

産地品種銘柄数の推移（水稲うるち） 産地品種銘柄数は
35年間で約７倍に増加

生産者の減少に加え
高齢化も進展

稲の種子供給体制の現状（一般種子）

 ブランド化競争や多様化する需要に対応するべく品種数は増加する⼀⽅で、種⼦の供給体制は⼈員減や⾼齢化、
施設の⽼朽化等によって弱体化。

 需要に応じた⽣産のためにも、種⼦供給体制の強化は急務。

設置年 S63年以前 H元~10 H11 ~20 H21 年以降

施設数 80 47 30 12

年代別シェア 47.3％ 27.8％ 17.8% 7.1%

施設（種子センター）の設置年代別状況（平成27年度全種協調べ）

約半数が、昭和63年
以前に設置
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稲、麦、大豆の種子の生産状況（10年前との比較）

注：穀物課まとめ。都道府県からの聞き取りであるため、⼀部⺠間企業が独⾃に⾏う種⼦⽣産（みつひかり、しきゆたか等）はカウントしていない。

【稲、⻨、⼤⾖の種⼦の⽣産状況】

５

区 分 単
位

稲 ⻨ ⼤⾖

平成24年 ⇒ 令和４年 平成24年 ⇒ 令和４年 平成24年 ⇒ 令和４年

採種ほ設置⾯積 ha 11,207 -7% 10,434 5,480 +16% 6,375 2,153 +55% 3,333

採種農家数 ⼾ 8,105 -24% 6,159 2,514 -11% 2,244 1,955 -30% 1,377

１⼾当たり採取ほ⾯積 ha 1.38 +22% 1.69 2.18 +30% 2.84 1.10 +120% 2.42

原種ほ設置⾯積 a 14,050 -8% 12,986 20,642 -16% 17,377 7,942 +29% 10,209

原原種ほ設置⾯積 a 786 -30% 552 1,315 -21% 1,038 898 -31% 618

種⼦⽣産量 ｔ 45,482 -4% 43,816 21,717 -1% 21,535 3,398 +35% 4,599

原種⽣産量 kg 530,067 -10% 479,259 590,310 -21% 467,205 118,380 +24% 146,431

原原種⽣産量 kg 15,694 -25% 11,713 22,552 +1% 22,707 6,381 +21% 7,725

種⼦更新率 % 87 +6% 92 92 +9% 100 60 -12% 53



ニーズに応じた種子供給体制の構築

例①︓種⼦⽣産で例年余剰が⽣じるA県と、不⾜が⽣じるB県、C県との連携で、品質の⾼い種⼦を効率的に供給。

例②︓種⼦⽣産余⼒のあるA県が、種⼦⽣産余⼒のないB県、C県分の種⼦も⽣産することで、新品種の⽣産量は⼀定ロットを確保。
更に、A県に蓄積される種⼦栽培ノウハウは新品種の作付拡⼤に応じて、B県、C県と共有。

県内需要量

①

県内生産量

②

過不足
③=①‐②

連携案 効果

Ａ県 50ｔ 70ｔ +20t 余剰となり毎年一般大豆として販売せざるを得なかった量
が圧縮

Ｂ県 30ｔ 20ｔ ▲10ｔ 当用買い、転用種子の使用の削減

Ｃ県 40ｔ 30ｔ ▲10t 同上

過不足分の
種子供給

受委託契約

既存品種生産量

①

新品種需要量

②

種子生産余力

③
連携案 効果

Ａ県 50ｔ 10ｔ +30t 種子生産余力を新品種に傾注。ノウハウ蓄積及びブロック
内生産でロットを確保

Ｂ県 20ｔ 10ｔ 0ｔ ブロック内生産でロットを確保

Ｃ県 30ｔ 10ｔ 0t 同上

新品種の
種子供給

受委託契約

 実需側からはニーズのある品種や新品種の種⼦の⽣産が求められる状況であり、稲、⻨、⼤⾖の⽣産者の経営
の安定や所得の確保のためにも、種⼦⽣産の効率化に繋がる⼯夫が必要。

 このため、省⼒化技術やスマート農業技術の導⼊等による⽣産⼒の強化・効率化と併せて、重複する品種の整
理等の⾯では、県間・種⼦場間による品種の絞り込みや担当品種の決定といった取組みが重要。

 これを進めるためには、近県などの種⼦の⽣産状況を共有し、県間・種⼦場間の連携を計画的に進めるための
話し合いを進める必要。

【⼀般種⼦⽣産における県間・種⼦場間の取組み（例①）】

【⼀般種⼦⽣産における県間・種⼦場間の取組み（例②）】
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品種開発者⼜は実需者が中⼼となり、ニーズのある輸出⽤⽶、
中⾷・外⾷向け、加⼯⽤⽶、⻨・⼤⾖等の品種の供給拡⼤に向け
て、複数の種⼦場において種⼦⽣産の拡⼤を図る場合（※）に、
必要となる以下の経費を⽀援
（※）原種⽣産の場合に限り種⼦場は複数でなくとも可。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

品種
開発・選定

原種供給⼒
強化

種⼦⽣産・
供給体制確⽴

作付拡⼤

販売

【令和6年度予算概算決定額 32（39）百万円】
＜対策のポイント＞
〇ポストコロナにおいて更に需要が多様化する中、これらに対応した国産農産物の種⼦の⽣産・供給体制の確⽴により、需要の変化に対応した産地づくりの取
組を推進します。
〇具体的には、①⾼純度・⾼品質な種⼦の省⼒的な⽣産技術の開発を推進するとともに、②品種開発者、種⼦場、実需者の連携のもと、ニーズのある輸出
⽤⽶、中⾷・外⾷向け等品種の種⼦の⽣産・供給体制の構築に向けた取組を⽀援します。

＜政策⽬標＞
〇種⼦⽣産作業の省⼒化、充実種⼦⽣産のための栽培管理⽀援ツールの開発
〇ニーズのある⽤途（輸出⽤⽶、中⾷・外⾷向け等）の品種の種⼦⽣産・供給体制の構築に向けたモデル事例の創出

連
携

︑

関
係
者

課
題

解
決

委託＜事業の流れ＞

国
⺠間団体等

⺠間団体等
定額、1/2以内

需要に応じた種⼦⽣産・供給体制構築⽀援事業

品種多様性拡⼤に向けた種⼦⽣産の効率化技術の開発１．農林⽔産研究推進事業

２．戦略作物⽣産拡⼤⽀援事業
需要に応じた種⼦⽣産・供給体制構築⽀援事業

品種多様性拡⼤に向けた種⼦⽣産の効率化技術の開発

① 多様なニーズに対応した種⼦供給体制の確⽴

［お問い合わせ先］農産局穀物課（03-3502-5965）

種⼦⽣産農家の作業負担軽減や若⼿農業者・新規事業者の種⼦
⽣産への参⼊促進のため、交雑防⽌、病害防除、異茎株・罹病株検
出⽀援等の種⼦⽣産にかかる省⼒化技術を開発します。

（１の事業）

（２の事業）

・異茎株・罹病株混⼊を防ぐ省⼒的
な⾼品質種⼦⽣産技術を開発。
・新規参⼊者が発芽率の⾼い種⼦を
⽣産するための栽培管理援ツール
を開発。
・種⼦⽣産効率化を実証。

② 原種⽣産の効率化に必要な機械の導⼊⽀援
①の取り組みに参加する種⼦場において、新たに原種⽣産に取り
組む場合に必要な共同利⽤のための機械の導⼊を⽀援
・種⼦⽣産の効率化に必要な共同利⽤のための乾燥調製機器、乗
⽤管理機、収穫機等 等

・種⼦⽣産に関する技術検討会等の会議の開催に要する経費
・種⼦⽣産の技術体系の実証、普及に要する経費 等

【種⼦場（種⼦⽣産者）】

【実需者（⽶卸等）】
コメ⽣産を担ってくれる
産地の⽬処はついてるが、
ニーズのある品種の種⼦
⽣産に協⼒してくれる種
⼦場（種⼦⽣産者）
が⾒つからない。

新品種の種⼦の⽣産技術や知⾒がない、収穫した種⼦を翌年の⼀般栽培
⽤に購⼊してもらえるか不安があるため、新品種の種⼦⽣産に取り組みにくい。

関係者（品種開発者、種⼦場、実需者）が連携することで、①品種開発
者がもつ栽培技術・ノウハウの種⼦場への横展開や、②需要者が持つ⽤途・
品種ごとの需要情報の共有等により、安定的な種⼦⽣産・供給体制を構築。
併せて、新たに原種供給⼒の強化が必要な場合に、共同利⽤機械等の導⼊
を⽀援することで、需要に応じた種⼦⽣産・供給体制の構築を推進。

・真夏の異茎株抜き取りなど、
異品種や病気の混⼊を防ぐ
作業が⼤変︕
・種⼦⽣産技術の後継者が
いない。

【品種開発者】
⾃社開発品種につ
いて、スポット的な⽣
産だけではなく、更な
る⽣産拡⼤をすること
で需要者のニーズに
応えたい。

（参考）多様な需要に対応するための種⼦供給体制等の整備
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○○

食用

中

中

中間

弱

中

い も ち 病 中

白 葉 枯 病 中

縞 葉 枯 病 有

中

倒伏しやすいので多肥を避け
ること。

栽 培 上 の 注 意

重
要
な
形
質

早 晩 性

稈 長

草 型

耐 倒 伏 性

耐 冷 性

耐
病
性

玄米の見かけの品質

栽 培 適 地

用 途

 種苗法に基づく、指定種苗制度では、指定種苗（※１）に該当する種苗を販売する際に所定の事項（種類や発
芽率）の表⽰が必要。

 また、稲、⻨、⼤⾖の種⼦にあっては、上記に加え「品種特徴表⽰基準（※２）」の規定に沿った表⽰も必要。

（参考）指定種苗制度について（稲、麦、大豆の種子を販売する種苗業者向け）

品種特徴表⽰基準で必要な表⽰（例：⽔稲）

※１：農林⽔産⼤⾂が指定する植物の種苗を指定種苗といい、⾷⽤となる植物（穀類、⾖類、いも類、⼯芸農作物のうち糖料、でんぷん、油脂料、⾹⾟料及び薬料に
利⽤される農作物、野菜（⾷⽤に供される花きを含む））、飼料作物の全ての種類と、果樹、花き、芝草、きのこのうち⼀部の種類が該当します。

※２：種苗法59条第３項において、需要者が⾃然的経済的条件に適合した品種の種苗を選択する際にその品種の栽培適地、⽤途その他の栽培上⼜は利⽤上の特徴を識
別するための表⽰が必要であるものとして、稲、⼤⻨、はだか⻨、⼩⻨及び⼤⾖について「指定種苗品種特徴表⽰基準」を定めています。

全ての指定種苗で必要な表⽰（例：⽔稲）

 表⽰事項（栽培適地や稈
⻑）は、稲、⻨、⼤⾖毎に
それぞれ定めています。

 ⽤途、重要な形質は、表⽰
区分（⾷⽤、中間や弱）が
定められています。

 詳しくは、「指定種苗品種
特徴表⽰基準」を確認して
ください。

 また、「指定種苗制度に関
するＱ＆Ａ」も併せて参考
にしてください。
「指定種苗制度」で検索

８

 登録品種の場合、登録品種
である旨及び海外持出制限
や栽培地域の指定がある場
合はその旨を記載してくだ
さい。
「種苗法の改正」で検索

○○県○○市○○

株式会社○○

水稲

〇〇（登録品種）
海外持出禁止及び

東京都内のみ栽培可
（公示（農水省HP）も参照）

○○県

令和○○年○○月

○○％

○○kg

発 芽 率

業　者　名

種 類

品 種 名

生 産 地

採 種 年 月

数 量

使 用 農 薬 名

（有効成分の種類）　　（使用回数）



 農研機構（※）が育成者権者であり、育成者権の存続期間中である稲、⻨、⼤⾖の品種については、農業者が
⾃⼰の農業経営で⾏う農作物の⽣産を⽬的にした増殖（以下、「⾃家⽤の栽培向け増殖」という。）を⾏う場合
であっても、許諾が必要です。

 通常、この許諾は契約書などによって結ばれますが、稲・⻨・⼤⾖については、農研機構が⽰す許諾条件を遵
守することにより、⾃家⽤の栽培向け増殖の許諾⼿続きが不要（許諾料は無料）となります。

 上記に該当する品種の⾃家⽤の栽培向け増殖を⾏う場合については、許諾条件を必ず確認してください。
 また、都道府県が育成者権者である品種、農研機構が他者と共同で権利を有する品種については、上記と扱い

が異なりますので、許諾に関する事項については、各品種の育成者権者に確認してください。
※国⽴研究開発法⼈ 農業・⾷品産業技術総合研究機構

（参考）農研機構の登録品種の増殖について（稲、麦、大豆の生産者向け）

【作物の種類】
稲(飼料⽤⽶、WCS含む)、コムギ、オオムギ、ダイズ、サトウキビ、ソバ、ハトムギ、ゴマ、ナタネ、花き、牧草、トウモロコシ等

【遵守事項】
① 当該登録品種の種苗を⽤いて得た収穫物を種苗として有償・無償に関わらず第三者に譲渡しないこと。
② 当該登録品種の種苗を海外に持ち出さないこと。
③ 収穫物や植物体の⼀部を種苗として⽤いる際は、当該登録品種の特性を著しく損なうことのないよう、適切な種苗を選別し利⽤すること。
また、利⽤した種苗によって本登録品種の特性が損なわれる等の問題が発⽣した場合には、遅滞なく当機構に報告すること。なお、F1品
種のように収穫物が種苗に適さないなど、増殖の際に注意が必要なものがありますので個別にご相談ください。

④ 本許諾に基づき準備した種苗のうち⾃⼰の農業経営において種苗として⽤いなかった種苗は、遅滞なく廃棄⼜は⾷⽤とすること。なお、
果樹及び茶の場合、剪定枝は焼却等を⾏い確実に廃棄処分すること。

⑤ 本許諾に関連する書類やほ場について、必要に応じて当機構が調査することを認め協⼒すること。
⑥ 第三者から本登録品種の種苗を⽤いて得た収穫物や植物体の⼀部を種苗として譲り受けたい⼜は譲渡したい旨の申し出があった場合は、
遅滞なくその旨を当機構に報告すること。

⑦ その他本許諾に関係する事項について当機構の指⽰に従うこと。

※カンショ、イチゴ、バレイショ、茶、果樹については、許諾条件が変わりますので、農研機構HPを確認ください。

農研機構HPから
ホーム>産学連携・品種・特許>品種>農研機構育成の登録品種の⾃家⽤の栽培向け増殖に係る許諾⼿続きについて (農業者向け)
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② 都道府県による原

種及び原原種の生産

等（第７条）

生
産
者

品種開発
（種子法と無関係）

生産（種子法の規定によって実施）
販 売
（種子法と
無関係）

③ 都道府県による

・種子生産ほ場の指定(第３条)

・ほ場審査・生産物審査(第４条)

・審査証明書の交付(第５条)

・勧告、助言及び指導(第６条)

種
苗
業
者

 国の研究機関
 地方公共団体
 民間企業等

（参考）主要農作物種子法（平成30年４月１日廃止）の概要

開発した品種の種子（育種家
種子）を確保・増殖し、必要に
応じ原原種生産を行う者に供
給

原種は「一般種子」を
生産する農業者等に
販売

更なる品種開発のために、遺
伝資源となる種子の保存を実
施

種子生産農家は原種の供給を受け、都
道府県の指導・審査を受け、一般種子
を生産・販売

奨励品種を対象として実施

① 都道府県による優良な品種（奨励品種）を決定するための試
験（第８条）

一般種子は種苗業者
によって販売され、生
産者は収穫物を生産

 主要農作物種⼦法（種⼦法）は品種開発後の⽣産・普及段階の制度として、⾷糧増産に対応するため、戦後間
もない昭和27年に制定され、都道府県に対し、稲、⻨類及び⼤⾖について、
① 普及すべき優良な品種（奨励品種）の決定（第８条）
② 奨励品種の種⼦⽣産に必要な原種及び原原種の⽣産（第７条）
③ 種⼦⽣産ほ場の指定、指定種⼦⽣産ほ場及び⽣産される種⼦の審査の実施（第３〜６条）
を全国⼀律に義務付け。

 稲・⻨・⼤⾖の品種開発は、種⼦法とは別の仕組みとして、野菜果樹等と同様に国や都道府県等の研究機関の
他⺠間事業者によって取り組まれている。また、⼀般種⼦の⾷⽤作物⽣産者への販売も⺠間の種苗業者が実施。
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（参考）種子法の廃止について～よくあるご質問～（令和元年７月22日農林水産省webサイト掲載）
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 種⼦法廃⽌（平成30年４⽉）により、全国⼀律というやり⽅を⽌める中で、各県は地域の農業に必要な対応を
⾃ら判断し種⼦条例等を制定。

 なお、条例の有無にかかわらず、各県では引き続き、稲・⻨・⼤⾖の種⼦供給が⾏われている状況。
 原種、原原種の⽣産、ほ場・⽣産物審査等に対する各県の予算措置状況については、施設・機器更新により年

度ごとに変動があるものの、平成29年度からおおむね横ばい。

（参考）各県の種子関連条例等について

条例制定の状況（令和５年４⽉現在）

制定済み 33道県

【参考】年度別条例制定状況

〜令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度〜
18道県 10県 3県 2県

条例における主な特徴

【対象品⽬の拡⼤例】
北海道：⼩⾖（あずき）、いんげん、えんどう、そば
栃⽊県：いちご、その他園芸作物
⻑野県：そば、伝統野菜
【取り組み内容の拡充例】
岩⼿県：県⺠に対する普及啓発の実施
富⼭県：他県へ種⼦供給する前提で種⼦計画を策定
愛知県：品種開発、⺠間事業者との連携

地⽅交付税措置について
種苗法及び農業競争⼒強化⽀援法に基づき都道

府県が⾏う稲・⻨・⼤⾖の種⼦に関する業務に要
する経費については、種⼦法廃⽌前と同様に、地
⽅交付税措置が講じられているため、留意された
い。
※「稲、⻨類及び⼤⾖の種⼦について（通知）」抜粋

県の予算措置状況
年度 予算額

平成29年度 7.9億円
平成30年度 7.5億円
令和元年度 7.5億円
令和２年度 8.1億円
令和３年度 8.2億円
令和４年度 8.7億円
令和５年度 9.3億円

注：都道府県への聞き取り（当初分）
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 株式会社神明は、中⾷・外⾷等の実需者から引き合いが強い⺠間育成品種（⼤粒ダイヤ）につ
いて、県域を越えた種⼦供給による⽞⽶⽣産産地の拡⼤を図るとともに、複数産地での栽培技術
の確⽴・普及に向けた取組を実施。

 住商アグリビジネス株式会社は、⺠間育成品種（しきゆたか）について、品種育成者や複数産
地の⽣産者、⽶卸と連携し、広域実証による地域に応じた栽培体系の確⽴・普及に向けた取組を
実施。

 多収良⾷味⽶（ほむすめ舞）の育成者権者である先端情報技術企画株式会社においては、県域
を越えた種⼦供給による⽞⽶⽣産産地の拡⼤と複数産地での栽培技術の確⽴・普及の取組を開始。

（参考）種子生産における官民の連携、民間の取組み

 稲については、官⺠の連携による種⼦供給体制の動きが出てきているところ。
 また、⺠間企業が主体となり、県域を越えた種⼦供給の動きや、中⾷・外⾷等に適した品種の普及が始まって

きている。

官民の連携・協力の動き

種もみクリーン原種
供給センター（富⼭県）

 全国への供給も⾒据え、⺠間企業や農研機構等が開発した品種について純度の⾼い原種を
⽣産するための施設を整備し、県内の種⼦供給体制を強化。（富⼭県）

 県農業試験場と県内の⽶卸が共同で中⾷・外⾷をターゲットとした品種を開発し、実需者
に供給。（三重県、(株)ミエライス）

 ⺠間開発品種（しきゆたか、みつひかり）を含めた多収性品種の栽培実証を実施。（秋⽥
県、島根県）

民間主体の県域を越えた種子供給体制等の動き

上記ロゴマークは、
（株）トオツカ種苗園芸の

登録商標です。
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 稲、⻨、⼤⾖の輸⼊状況を⾒ると、稲は籾での輸⼊はなく、⻨及び⼤⾖は播種⽤のものとして若⼲の輸⼊量が
あるところ。

 ⻨では⼤⻨の輸⼊が多いことから緑肥等向け、⼤⾖については試験研究⽤としての輸⼊されたものと⾒込まれ
る。

 なお、推計播種量を基にした必要種⼦量から試算すると、稲、⻨、⼤⾖の種⼦については、ほぼすべてが国産
となっている。

※令和４年１月～令和４年12月累計

作付面積（万ha）
推計播種量
（kg/ha） 必要種子量（ｔ）

種子輸入量（ｔ）
国産シェア（%） 備考

（R4作物統計） （R4貿易統計）

Ａ Ｂ Ｃ＝Ｂ×Ａ Ｄ （Ｃ－Ｄ）/Ｃ

稲 135.5 35 47,425 － 100.0

麦 29.1 70 20,370 254 98.8 輸入は非食用の
緑肥等向け

大豆 15.2 60 9,120 24 99.7 輸入は研究用等

※

（参考）稲、麦、大豆の種子の国産割合の試算（令和４年産）

種⼦の国産割合の試算
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①種子生産 ②

乾
燥

③

調
製

④

生
産
物
審
査

⑤

貯
蔵
・出
荷

種子用コンバイ
ン（機械装置）
等

乾燥機（機械装置）

比重選別機（機械装置）、脱芒機（機械装置）、
集塵設備（機械装置）等

恒温器（機械装置）等

低温倉庫（建物）

各
製
造
段
階
で
必
要
と
な
る
設
備
の
具
体
例

（共通）乾燥施設・貯蔵施設建屋（建物）、配管（構築物）、電気設備（建物付属設備）、ボイラー設備（建物付属設備） 、管理
システム（ソフトウェア）等

（恒温器）

包装機（機械装置）等

育
苗

移
植

収
穫

育苗ハウス（構
築物）、播種機
（機械装置）等

田植機（機械装置）
等

（通常の栽培に同じ）

（その他種子生産に必要な設備）

トラクタ（機械装置）、耕耘機
（機械装置）、防除機（機械
装置）等

（参考）種子の生産の流れ（稲の例）
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